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国 政 評 第 １ １ 号

平成１４年５月１４日

海上保安庁長官 殿

国土交通大臣 扇 千 景

平成１３年度に海上保安庁が達成すべき目標についての評価

中央省庁等改革基本法（平成１０年法律第１０３号）第１６条第６項第２号の規定に基づき、平成

１３年度に海上保安庁が達成すべき目標についての評価を次のとおり実施したので、通知する。

Ⅰ．海上保安庁が達成すべき目標についての評価に当たって

この評価は、実施庁が目標を達成したかどうかを判断するとともに、目標を達成するために必

要な措置等が講じられたかどうか等を視点として評価するものであり、評価結果は、実施庁の効

率的な業務執行に活かされるべきものである。

Ⅱ．海上保安庁が達成すべき目標についての評価

１．海上の治安の確保に関する的確な監視、取締り及び警備について

具体的な目標

○２００海里を越えて大陸棚が延びる可能性のある６０海域について６年以内に第１次調査

を終える。

○上記のうち重要４０海域について３年以内に海底地形図をデジタル化する。

評 価

【評定】

目標達成に向けて概ね順調に推移していると認められる。

【所見】

平成１３年度には、大型測量船２隻により南鳥島南方沖等４海域の調査を実施し、これまで

の調査と併せて５６海域分（約９３％）の調査を終え、海底地形図においても１０海域のデジタ

ル化を実施しており、今後も努力を継続することによって、各々目標年度内には目標を達成

できるものと見込まれる。この目標が達成されれば、我が国の大陸棚の範囲が明確に確定さ

れ、海底及び海底下の資源に対して主権的権利の行使が可能になることが期待できる。
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２．海難に際しての早期情報入手について

具体的な目標

距岸２０海里未満で発生した海難について、１１８番の定着、ＧＭＤＳＳの適正使用の指導、

啓発等を行うことにより発生から２時間以内に海難を関知する割合が５年以内に８０％以上と

なることを目指す。

評 価

【評定】

目標達成に向けて概ね順調に推移していると認められる。

【所見】

キャンペーン活動を含めた広報活動やＧＭＤＳＳ機器の適正使用の指導等を海上保安庁独

自に又は関係機関と協力し、積極的に実施しており、その結果として、昨年度より４ポイント

上昇した６９％という実績値となっている。今後もさらに努力を継続し、現状程度の改善率で

推移することによって、目標年度内には充分目標を達成できるものと見込まれる。この目標

達成に向けた努力と数値の向上により、海難事故に係る救助までの時間が短縮され、救助

率の向上につながるものと期待される。
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３．海上交通の安全の確保等に関する指導等並びに情報の的確な収集及び提供について

具体的な目標

関係機関と連携し、モーターボートに係る救命胴衣着用率を５年以内に５０％以上となること

を目指す。

評 価

【評定】

目標達成には一層の努力が必要である。

【所見】

昨年度の実績より２ポイントの上昇（１５％）の実績となったものの、実績値は依然として低い

水準であり、現状程度の改善率で推移する場合、目標年度内の目標達成は困難であると思

われる。しかしながら、当該目標達成にあっては、関係諸機関の施策に負うところも少なくな

く、その中で海上保安庁として、キャンペーン活動を含めた広報活動や推進モデル事業等

を独自に又は関係諸機関と協力し、積極的に実施していること等一定の努力は認められる。

この目標が達成されれば、海難現場に到着し救助を開始するまでの間の海中転落者の生

存率が高まり、救助率の向上につながるものと期待されるので、今後は、関係諸機関の施策

等とも充分連携をとる等、より一層の努力が必要であると考えられる。

具体的な目標

リアルタイム海況情報を充実させるため、相模湾における地域海流情報の提供に向けて観

測機器を整備し、観測を開始する。

評 価

【評定】

目標どおり達成されたと認められる。

【所見】

大島と三浦半島中央部に観測機器である海洋短波レーダーのアンテナを設置し、海流の観

測を開始しており、平成１３年度内に目標を達成したものと評価できる。この目標が達成され

たことにより、今後海況情報をリアルタイムで正確にインターネットや船舶電話等を通じて提

供でき、船舶がより安全で効率的に航行できることや、将来的な次世代電子海図の研究の

一助になることが期待できる。
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４．的確な海象の観測、計画的な海図等の整備について

具体的な目標

○海図を４００図及び水路書誌を２０版新改版する。

評 価

【評定】

目標どおり達成されたと認められる。

【所見】

海図・水路書誌とも目標値よりそれぞれ１７図・２版多く新改版され、平成１３年度内に目標を

達成したものと考えられる。

海図・水路書誌の新改版については、これまでの日本測地系から世界標準である世界測地

系に移行する等、船舶運航関係者等のニーズに対応して正確かつ最新の情報を広く提供

することにより、船舶のより安全で効率的な航行に資することが期待できる。

具体的な目標

○海域に分布する断層及び海底火山についての調査を５箇所で行う。

評 価

【評定】

目標どおり達成されたと認められる。

【所見】

断層・海底火山の調査については目標値より多くの調査を実施しており、平成１３年度内に

目標を達成したものと考えられる。

断層・海底火山の調査については、従来よりも精度の高い防災情報を収集し、政府一体とな

って実施している地震・海底火山予測が充実し、災害に備えることが可能となると期待でき

る。


